
04事業セグメント別戦略
強固で独自性のある事業ポートフォリオの構築に向けて
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都市開発事業

事業セグメント別戦略

魅力ある街と暮らしを創造する

都市開発事業セグメントでは、オフィスビルや

商業施設などの開発・運営を手がけるととも

に、分譲住宅・賃貸住宅の開発を行っています。

近年では、総合デベロッパーとしての豊富な経

験を活かし、再開発事業や複合施設の開発・運

営に注力しており、対象エリアの価値向上に取

り組んでいます。少子高齢化やライフスタイル

の多様化、社会のデジタル化、環境意識の高ま

りといった時代の変化を見据えながら、まちづ

くりを通じて、快適で人々に寄り添った豊かな

暮らしを創造していきます。

広域渋⾕圏を中⼼とした 
まちづくりノウハウ

● 	�住まい方・働き方・過ごし方の 
ボーダレス化

● 	�地域課題解決ニーズの拡大
● 	�人手不足のなか、人財獲得競争に向けた 

良好なオフィス環境ニーズの高まり

● 	都心部でのエリア間競争の激化
● 	建築費の高騰

強み／経営資源

目標指標とKPI

中期経営計画2030期間中の事業戦略

機会

リスク

セグメント営業利益

セグメント総投資額

2024年度 2030年度

2025年度〜2030年度

705億円 705億円

約21,000億円

複合的なアセット開発・運営実績

環境先進ブランド・グループ連携による 
付加価値創出⼒

広域渋⾕圏を中⼼に
オフィス・商業施設事
業によるインカム収益

（安定利益）を拡⼤

事業分野： 
オフィスビル・商業施設／分譲住宅／	

賃貸住宅（賃貸マンション・学生レジデンス）

営業利益営業収益

営業収益／営業利益（億円）

3,461

532

705 745

586

4,100
3,654 3,488

2025
（計画）

20232022 2024 （年度）

競争優位性の確⽴ 幅広い事業領域を活かした複合開発・運営実績に、広域渋⾕圏に

おけるまちづくりノウハウを掛け合わせ、独⾃のポジションを確⽴。

都市型不動産 
ビジネスの深化

⾼効率かつ安定的な利益基盤の構築、グループ総合⼒を活かした住

宅事業の推進、新領域での事業化検討などにより、さらなるビジネ

スの深化を図る。

新宿駅西口地区開発計画（完成予想図）
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約250m面する豊かな自然環境を活かし、公

園、住宅棟、業務棟の3敷地を一体のランドス

ケープとして計画しています。生物多様性保全

をはじめ、資源循環、健康増進、教育といった多

面的な要素を取り入れるとともに、雨水の流出

量を抑制するグリーンインフラを導入し、地域の

防災や地域振興にも寄与する計画です。

とのシナジーも高めており、横浜北仲エリアの

複合開発事業「ハーバーステージ横浜北仲」で

は、住宅・商業施設・オフィスのすべてで実質再

エネ100%の電力利用を計画しています。新た

な事業機会の獲得や脱炭素の取り組みを通じ

た不動産への付加価値づけなどを進め、より

一層の競争優位性の向上を図りながら、これま

で以上の規模となる住宅開発により、グループ

の利益を支える事業へと成長させていきます。

当社グループは、多岐にわたる事業領域で積

み重ねた複合開発・運営の実績を基盤に、広

域渋谷圏のまちづくりプロジェクトで獲得した

ノウハウを融合することで、独自の競争優位性

を確立しています。この強みを都心他エリアの

再開発などに横展開し、さらなる事業機会の

拡大・波及をめざしています。

大崎駅と五反田駅の中間に位置する街区を一

体的に整備する「大崎リバーウォークガーデン」

の再開発事業では、都心でありながら目黒川に

グループが持つ多様な事業領域（総合力）と顧

客接点を連携させることで、住宅事業を高付

加価値化していくことをめざしています。東急

不動産による開発・分譲を軸に、東急コミュニ

ティーや東急リバブルなど、グループ各社との

「製販管連携」を強化し、開発から販売・管理

まで一貫したサービスを提供することで、お客

さまから「選ばれる」存在としての地位を確立

します。

また、再生可能エネルギー事業と不動産事業

広域渋谷圏での実績を 
他エリアに波及

グループ総合力を活かした 
住宅事業の推進

大崎リバーウォークガーデン（2027年竣工予定） 住宅・商業・オフィス一体複合開発「ハーバーステージ横浜北仲」
（2027年竣工予定）

※ 画像はすべて完成予想図主要プロジェクト（オフィス・商業施設、分譲マンションなど）

2028年度竣工予定

白金一丁目西部中地区
第一種市街地
再開発事業

2027年度竣工予定

ハーバーステージ
横浜北仲

2027年度竣工予定

品川区
オフィス／商業／
住宅等
延床面積：112千㎡

大崎リバーウォーク
ガーデン

2027年度竣工予定

JR西宮駅南西地区
第一種市街地
再開発事業

2029年度竣工予定

登戸駅前地区
再開発事業

荒川区
商業／住宅／
文化交流施設等
延床面積：50千㎡
（商業棟）

西日暮里駅前地区
再開発事業

2029年度竣工予定

新宿駅西口地区
開発計画

新宿区
商業／業務／駅施設等
延床面積：251千㎡（A区）

日本橋一丁目東地区
再開発事業

中央区
商業／業務／
カンファレンス等
延床面積：274千㎡
（A街区）

2027年1月竣工予定

大阪市北区
住宅
延床面積：30千㎡

ブランズタワー
大阪梅田

2030年度以降竣工予定

港区
住宅／事務所／店舗／
地下鉄駅施設／
子育て支援施設／駐車場等
延床面積：約112.3千㎡

泉岳寺駅地区
再開発事業

住宅事業

事業セグメント別戦略 都市開発事業

完成予想図 完成予想図

オフィス・商業施設事業
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強み／経営資源 機会

業界トップクラスの 
再エネ電源保有量

● 	�脱炭素化の加速
● 	�資金運用ニーズの高まりによる 

投資家マネーの流入
● 	�EC拡⼤に伴う物流施設へのニーズ拡⼤

リスク

● 	�再エネ・物流事業における 
案件取得競争激化

● 	�政治リスク、戦争・紛争・テロなどの 
海外情勢悪化

⾼いスキーム構築⼒と 
投資家リレーション

成⻑国における 
現地パートナーとの強い関係性

戦略投資事業

次世代のインフラを構築する

戦略投資事業セグメントでは、再生可能エネル

ギー発電施設や物流施設など、生活を支えるイ

ンフラを開発・整備するとともに、不動産投資

運⽤ノウハウを国内外に展開することによる多

彩な投資機会の創出や、これまでの開発経験

を活かした海外での事業展開を進めています。

具体的には、近年のエネルギー政策や産業構

造の変化などを踏まえた、次世代の社会インフ

ラづくりへの貢献、米国およびアジアを中⼼に

現地のパートナー企業やローカル人財と協業

しながら、現地の市況変化に柔軟に対応した

開発・投資事業を図っていきます。

セグメント営業利益
2024年度 2030年度

2025年度〜2030年度

52億円 595億円

約14,000億円

目標指標とKPI

セグメント総投資額

事業分野： 
再生可能エネルギー／物流施設／

海外（北米・アジア）／投資運用

営業利益営業収益

営業収益／営業利益（億円）

1,080 1,108

788
151

120

152

1,444

52

2025
（計画）

20232022 2024 （年度）

事業セグメント別戦略

中期経営計画2030期間中の事業戦略

コアビジネス化に向けた
さらなる進化 
再エネ＆物流事業

再エネバリューチェーンの確立や、物流施設開発事業から社会

インフラ事業への深化を図る。事業ウィングの広さを活かした

新領域ビジネスを展開する。

パートナー共創の加速と
関与アセット拡⼤
投資運用事業 

機関投資家とのパートナー共創の加速と、多様なアセットスキー

ムの拡充による外部成長、新領域ファンドの組成を推進する。

事業モデルの多様化と
安定利益の獲得
海外事業

市況の変化に柔軟に対応できる海外事業ポートフォリオの構築

と、成長事業への投資による安定的な収益化を図る。
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当社グループは、業界トップクラスの再エネ電

源保有量という強みを活かし、既存の事業領

域や都市型不動産のアセットに、再エネ提供に

よる付加価値をプラスしていきます。これによ

り、お客さまに選ばれる施設へと進化させるほ

か、新規および既存施設の賃料にも再エネ提

供による付加価値を反映することで、新たな収

益モデルを構築していきます。

また、これまでの太陽光発電だけでなく、風力

発電などの電源種類の多様化を図りながら発

電効率を高めつつ、再エネバリューチェーン

を確立することで、飛躍的な利益成長を実現

します。

機関投資家とのパートナー共創をさらに加速

させ、資産回転を継続するとともに、既存の

REIT・ファンド成長に加え、多様なアセットス

キームの拡充による外部成長と新領域ファン

ドの組成を進めます。高いスキーム構築力と

投資家リレーションを強みとした事業戦略とし

て推進し、AUM（運用資産残高）※の目標は、

2024年度の1.9兆円から2030年度には3.0

兆円へと拡大することをめざしています。

物流施設開発事業を単なる施設建設にとどま

らず、社会インフラ事業へと進化・多様化する

ことをめざしています。工場や農業施設との複

合開発、高速道路直結物流施設の整備などを

通じ、物流施設を、社会インフラを支える産業

団地や先進物流施設へと進化させていきます。

また、再エネ事業とのシナジーにより、環境配

慮型物流施設としての差別化も図り、事業拡大

と地域活性化の両立をめざします。

当社グループは、2024年に鳥栖市の新たな

産業団地「サザン鳥栖クロスパーク」の開発事

業者に選定されました。このプロジェクトでは、

先進的物流施設の開発に加え、製造業などの

企業誘致を行い、国内生産拠点の整備を進め

るとともに、GX・DXを軸とした新たなインダ

ストリアルパークの開発に取り組みます。 海外事業では、本中計期間中の市場成長性を捉

え、事業モデルの多様化と現地パートナーとの

共創を通じて安定的な利益獲得をめざします。

米国では、稼働は安定的ながら金利や市況の

影響を受けやすい住宅バリューアド事業だけで

なく、固定の利回りにより収益を得る優先出資

や市況変動の影響を受けにくい長期保有といっサザン鳥栖クロスパーク

再エネ提供による
各アセットとのシナジー向上

物流施設開発事業から 
社会インフラ事業への進化

パートナー共創の加速と 
関与アセット拡大

事業モデルの多様化と
現地パートナーとの共創による
安定利益獲得

再生可能エネルギー事業 インダストリー事業 投資運用事業

海外事業

事業セグメント別戦略 戦略投資事業

需要家起点での再エネ開発を推進するPPAモデル
「リエネLOGI’Q枚方太陽光発電所」

た、保有期間中にも利益を生み出すインカム型

事業、物流施設のような短期間で回転する事業

などを組み合わせ、市況の変化に柔軟に対応

できるよう、現地社員やローカルネットワークの

情報力を武器に事業モデルを多様化します。ま

た、従前の住宅バリューアド事業については、リ

フォームなどを通じ物件の価値向上を図って収

益力を高めながら、適宜売却も進めていきます。

アジアでは、自社開発アセットによる賃貸事業で

安定利益を上げつつ、進出国のバランスを転換し

ながら、各国の有力デベロッパーをパートナーと

した共同事業を推進し、確実な利益伸長を図って

いきます。その際、米国同様、さまざまな事業モデ

ルを組み合わせた安定利益の獲得に努めます。

市況変動に強いポートフォリオ構築（⽶国）

国のバランス転換（アジア）

2030
年度末

2024
年度末

その他
その他

中国
中国ベトナム

ベトナムタイ
タイ

インドネシア
インドネシア

インカム型
約40%

長期保有 長期保有

優先出資
住宅VA

住宅VA

2024
年度末

物流

物流

キャピタル型
約60%

インカム型
約55%

キャピタル型
約45%

賃貸住宅開発
優先出資

2030
年度末

※ 当社関連REITおよび私募ファンド（⾮連結）の合計値（再エネを除く）

※ 国のバランス転換と同時に、⽶国同様インカム型の割合向上も図る

※ 425パーク・アベニューを除く
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事業セグメント別戦略

付加価値向上に資する 
管理運営ノウハウ

● 	�社会的ストック老朽化による 
リフォーム需要の拡⼤

● 	�ポストコロナにおける 
観光・レジャー需要

● 	�人件費・物価高による原価上昇、 
労働力の確保

● 	�サプライチェーンの維持

地域連携・共創による 
社会課題への対応

多彩な顧客・地域との接点

強み／経営資源 機会

リスク

管理運営事業

お客さまに感動体験を提供する

管理運営事業セグメントでは、資産価値の維

持向上に貢献する管理事業をはじめ、ホテル・

リゾート施設などを通じ豊かな暮らしづくり

をサポートするウェルネス事業など、顧客接

点が幅広い事業を展開しています。培ってき

た不動産開発・管理・運営のノウハウやお客

さまデータの活⽤によって、持続的に価値を

創造する事業モデルへと変革し、お客さま資

産や保有施設の価値最大化を図ります。また、

管理運営事業に不可欠な人財を確保し、安⼼

安全な生活環境、質の高いホスピタリティを

提供することで、お客さま満足度のさらなる

向上を追求しています。

事業分野：
マンション管理／ビル・施設管理／リフォーム工事／貸

会議室／ホテル・リゾート施設／ヘルスケア／環境緑化

営業利益営業収益

営業収益／営業利益（億円）

3,658
3,371

228
262

123

3,720
250

3,715

2025
（計画）

20232022 2024 （年度）

労働⽣産性
営業利益÷⼈件費等

2024年度 2030年度

2030年度

250億円 370億円

対2024年度 約1.2倍

セグメント営業利益

目標指標とKPI

中期経営計画2030期間中の事業戦略

顧客ニーズを捉えた
付加価値最大化
への挑戦

大型複合施設の管理や効率的なエリア管理体制の構築をはじ

め、インバウンド、富裕層、地域、行政などの多様なニーズに対

応する。

サステナブルな成長に
向けた人財の確保・
育成とパートナー連携

人手不足や多様なニーズに対応できる人財の確保・育成を図

る。パートナー連携を加速し、サステナブルな管理運営体制を

構築する。
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ウェルネス事業では、地域の魅力を訴求しなが

ら地域活性化にも貢献することをめざし、観光

資源への投資を強化しています。また、管理な

どの場面でもグループ連携を推し進め、さらな

る地域の価値向上を図っています。

ニセコのまちづくり「Value up NISEKO 2030」

では、行政・地元企業・地域の方々とともに持続

可能な発展をめざすまちづくりに取り組んでいま

す。当社グループは1985年にニセコに進出し、

スキー場事業者として地域の発展に携わってき

ました。これまで、海外からの観光客増加などに

合わせ、各リフトのリニューアルや「エースゴンド

ラ」の運行開始のほか、大型レストランの整備な

どを図ってきたところです。今後、さらなる利便

性・満足度を向上さ

せるためのリゾートエ

リアへの追加投資を

行い、地域一体でのエ

リア価値・顧客満足度

の向上、グループ連携

の深化による価値提

供をめざします。

当社グループが持つホテル・リゾート事業で

の顧客接点を最大限に活用し、顧客ニーズを

捉えた高付加価値なサービスを提供すること

で、収益の拡大をめざします。

インバウンド需要の拡大に向けては、東急ス

テイの積極的な出店、交流型サービスなどに

よる顧客体験価値の向上を推進します。ホテ

ル運営関与室数は、2024年度の9,300室か

ら2030年度には12,800室への拡大をめざ

しています。

また、会員制リゾートホテル事業やホテルコ

ンドミニアム事業の拡大などを通じ、さらな

る収益の拡大を図ります。当社グループの総

合力を活かし、開発から管理運営もあわせて

行うことで、サービスの付加価値を高めてい

く方針です。ニセコヒラフグリーンパーク

東急ステイ メルキュール 広島

観光資源への投資による 
地域の魅力形成

豊富な顧客接点を活かした 
高付加価値の創造

ウェルネス事業

事業セグメント別戦略 管理運営事業

人手不足がセグメントの共通課題であるな

か、多様なニーズに対応する人財の確保・育

成と、バリューチェーン活用やパートナー連携

を強化することで、生産性向上と高付加価値

のサービスを創出するサステナブルな管理運

営体制の実現をめざします。

2025年2月には外国人財プラットフォーム

会 社「Global Gateway Japan株 式 会 社 」

を設立し、外国人財と企業をつなぐ架け橋と

して、外国人財の自己成長と企業の成長・人

財戦略の支援を今後強化していく計画です。

また、DX活用による業務効率化も積極的に

進める予定です。

フラッグシップ施設の統括的な管理によって

プレゼンスを高めながら、地域社会・まちづく

りへと関与を拡大していくとともに、地域活

性化にも貢献していきます。

また、自治体などとの関係を構築し、官民連

携での災害レジリエンス強化を図るとともに、

環境関連工事・環境緑化技術への取り組み拡

大などを通じて、安心安全で快適な毎日を支

えながら、社会的価値を高めていきます。

北海道ボールパークFビレッジ ©H.N.F.

サステナブルな 
管理運営体制の構築

地域の核となる 
施設管理とまちづくりへの拡大

管理事業
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高いブランド力と 
豊富なお客さま接点 ● 	�既存住宅流通市場の拡⼤

● 	�二拠点居住など、 
不動産利用ニーズの多様化

● 	�住宅価格の高騰による 
購入マインドの低下

豊富な不動産流通情報と 
情報加工力

多様なニーズに対する 
企画・提案力

2024年度 2030年度

508億円 680億円

情報⽣産性
1⼈当たり営業利益	
（営業利益÷要員数）

2030年度

対2024年度 約1.2倍

強み／経営資源 機会

リスク

セグメント営業利益

不動産流通事業

健全なストック社会を牽引する

不動産流通事業セグメントでは、売買仲介な

ど、不動産ストックの活⽤に関するソリュー

ションの提供、および賃貸住宅の管理に関わ

る事業を行っています。豊富な顧客接点や圧

倒的な情報力、デジタル技術の活⽤などに

よって不動産流通の変革を牽引しながら新た

な収益機会を創出し、当社グループがめざす

「魅⼒あるライフスタイルの実現」の一翼を

担うとともに、健全なストック活⽤型社会の発

展にも貢献していきます。

目標指標とKPI

中期経営計画2030期間中の事業戦略

事業分野： 
仲介（売買・賃貸）／販売受託／不動産販売／	

賃貸住宅サービス

営業利益営業収益

営業収益／営業利益（億円）

3,6503,454

2,630

385

508 540

337

2,856

2025
（計画）

20232022 2024 （年度）

事業セグメント別戦略

顧客・市場接点と
事業創出力の強化

事業環境の変化を捉え顧客接点強化に向けた体制を構築するととも

に、パートナー共創により顧客の潜在ニーズを新たなビジネスチャン

スに変える。

不動産流通業界を
⾰新する先駆者へ 

DX賃貸住宅管理会社へ
の進化と事業領域の拡⼤ 

学生・学校を
起点とした総合プラット
フォーム企業への進化 
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従来の賃貸住宅や学生寮の管理・運営の枠を超えてビジネスの

幅を広げることで、収益拡大を図っていきます。

東急住宅リースでは、「DX賃貸住宅管理会社への進化」をめざ

し、契約から修繕受付・更新・解約受付までのオンライン完結や、

オーナーアプリによる物件賃貸情報のリアルタイム確認の実現

といった、CX（顧客体験）向上と業務効率化を推進します。また、

大規模工事やリノベーション工事などのアセットコンサルティン

グの強化を通じた物件価値の最大化を併せて図ることで、オー

ナーや顧客の皆さまから選ばれ続ける「賃貸住宅管理業におけ

るリーディングカンパニー」をめざしていきます。

学生情報センターでは、「学生・学校を起点とした総合プラット

フォーム企業への進化」をめざし、1,000を超える学校提携を活

か し た 学 校CRE（Corporate 

Real Estate）案件の拡大や、

留学生領域を含む学校経営課

題案件の獲得を進めています。

さらに、広域渋谷圏を中心とし

たスタートアップ関連の取り組

みにおける大学・学生の巻き込

みや学生の起業支援、学生参

画の行政課題解決プロジェクト

などを通じて、新たな価値創造

をめざします。

不動産流通事業は、特にマーケットトレンドを反映しやすい事業

であるため、事業環境の変化への対応力の強化が重視されてい

ます。そのため、グループ各社が持つ多様なデータを結集させ、

マーケットトレンドを把握し、顧客接点と市場接点のさらなる拡

大を図る体制を構築します。これには、AIによる分析・考察や

データの可視化を可能にする「戦略的グループデータ基盤」の活

用が重要となります。市場や顧客接点をさらに拡大し、エリア戦

略にも反映させていくことで、各事業をリードする考えです。

これらの取り組みにより、事業環境の変化を捉え、グループ一体

となった顧客接点強化に向けた体制の構築をめざします。

REH池袋（留学生向け宿舎）

事業環境変化への対応強化 各グループ会社における事業領域の拡大

事業セグメント別戦略 不動産流通事業

マーケットトレンド

好循環の構築

顧客基盤の拡充／
エリア戦略への反映

最新顧客ニーズの
企画・開発への反映

管理 運営

流通
仲介

開発
販売

戦略的
グループデータ

基盤
AIによる分析・考察
データの可視化

新たな
商品開発

顧客接点の
強化

東急リバブルは、2024年度売買仲介取扱高※12年連続1位※2を獲

得、この強みを活かして不動産流通業界を革新する存在へと進化し

ていきます。

業界変革に向けては3つの戦略を進めていきます。1つ目は、競

争優位性の源泉となる圧倒的な量の「情報」の最有効活用と提

案力強化を進める「情報の付加価値化（MVC戦略※3）」。2つ目

は、業務プロセスの自動化・BPR推進による「オペレーション効率

化」。3つ目は、CRM※4戦略の深化と新収益事業の創出をめざす

ことによる、グループ一体の対応とあわせた東急リバブル単体で

の事業環境変化への対応です。これらの戦略を通じて、既存事業

のシェア拡大と、グループの持つ情報・ノウハウを活用したさらな

る事業機会の創出をめざしていきます。

不動産流通業界を革新する先駆者へ

※1. �当社が売買仲介を行った不動産価格の総計（個人向け不動産売買および法人向け不動産売買
を含む）

※2. �新聞報道（各不動産流通業向け新聞社が選定した主要不動産流通会社20～30社の2023年
4月～2024年3月、2024年4月～2025年3月の期間における取引調査結果）等に基づく売
買仲介取扱高実績

※3. �MVC（マルチバリュークリエイター）戦略：豊富な川上情報を活かし、広い事業領域と事業間
連携で収益機会を確実に捉える戦略

※4. �CRM（Customer Relationship Management）：顧客との関係を深めて継続的な売
上を確保していく手法

12,265

20,000

10,000

0

15,780
18,213

20,801
22,312

（億円） ２年連続業界１位

202420232020 2021 2022 （年度）

東急リバブル　売買仲介取扱高推移

賃貸住宅サービス事業不動産流通事業全体 仲介事業
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